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■１．はじめに

　会計制度は資産、負債および資本を評価・

測定し、収益と費用を認識して利益を計算す

るための情報を作成・開示するルール、なら

びに企業行動のモニタリングルールの体系で

ある。フォーマルであれインフォーマルであ

れ、会計ルールを設定し、それを利害関係者

に遵守させるためには、ある種の権威が必要

となる。企業会計のフォーマルな会計ルール

の場合には法的な根拠が担保されている。

　金融庁の所轄事項として、金融庁組織令第

３条第１項第42号には、「企業会計の基準の

設定その他企業の財務に関すること。」と規

定されている。この規定は、国家がその責任

において会計基準を設定する権限を有してい

ることを表す。この１文は、歴史的にみれば、

第２次世界大戦後、経済安定本部から大蔵省、

そして金融庁に引き継がれたものである（薄

井［2015］）。日本の会計制度は、戦前戦後の

長年にわたって会計基準の設定の初期の段階

から、国家が会計ルールの作成と執行に責任

を負ってきたことである。

　終戦後まもなく経済安定本部で構想された

会計基準の設定権限と会計行政の総合調整機

能は、今日、内閣府金融庁に引き継がれ、わ

が国の会計制度設計の基礎となっている。戦

後、大蔵省（現在は金融庁）の諮問機関であ

る企業会計審議会が長らく会計基準設定主体

であった。2001年には民間組織である財務会
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計 基 準 機 構 の 企 業 会 計 基 準 委 員 会

（Accounting Standards Board of Japan：

ASBJ）が会計基準設定主体となっている。

ASBJが作成する会計基準、国際会計基準審

議 会（International Accounting Standards 

Board：IASB）の作成する国際財務報告基準

（Interna t i ona l  F inanc ia l  Repor t ing 

Standards：IFRS）および米国会計基準であ

っても、金融庁長官が一般に公正妥当な企業

会計の基準としてそれらを指定するという枠

組みが採用されている。

　現在、金融庁長官が一般に公正妥当な企業

会計の基準として指定する会計基準は、平成

27年９月４日金融庁告知第70号によれば、

⑴　公益財団法人財務会計基準機構が設置

した企業会計基準委員会（ASBJ）に

おいて作成され、公表された会計基準

（企業会計基準第１号から第26号）

⑵　IFRS財団が設置した国際会計基準審

議会（IASB）において作成され、公

表された国際会計基準（IFRS第１号

から第41号）

⑶　平成27年６月30日までに企業会計基準

委員会の名において公表が行われた修

正国際基準（国際会計基準と企業会基

準委員会による修正会計基準によって

構成される会計基準）（注１）。企業会

計基準委員会は、第１号修正会計基準

「のれんの会計処理」、第２号修正会計

基準「その他の包括利益の会計処理」

を公表している。

である。また、連結財務諸表規則第95条では、

「米国預託証券の発行等に関して要請されて

いる用語、様式及び作成方法により作成した

連結財務諸表（以下「米国式連結財務諸表」

という。）を米国証券取引委員会に登録して

いる連結財務諸表提出会社が当該米国式連結

財務諸表を法の規定による連結財務諸表とし

て提出することを、金融庁長官が公益又は投

資者保護に欠けることがないものとして認め

る場合には、当該会社の提出する連結財務諸

表の用語、様式及び作成方法は、金融庁長官

が必要と認めて指示した事項を除き、米国預

託証券の発行等に関して要請されている用

語、様式及び作成方法によることができる。」

とあり、米国証券取引委員会に米国式連結財

務諸表を登録している企業は、米国会計基準

に基づく連結財務諸表を作成することができ

る。

　この結果、日本では、日本会計基準、国際

財務報告基準（IFRS）、修正国際基準および

米国会計基準という４つの会計基準が併存す

ることになっている（注２）。

　歴史的にも、４つの会計基準が併存するこ

とは混沌とした状況であるが、IFRSと日本

会計基準、ならびにIFRSと米国会計基準の

コンバージェンスはかなりの程度まで進んで

いるので、連結財務諸表の比較可能性はある

程度まで担保されているといえよう。
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■２．会計制度の３つの源流

　戦後の会計制度は３つの源流が戦前から戦

後に継承されて形成された（薄井［2015］）。

第１の源流は、戦前の商工省による産業政策

のための会計制度である。第２の源流は、陸

軍と海軍による原価統制政策のための会計制

度である。第２次世界大戦時の統制経済のも

とで、わが国の原価計算制度は、適正利潤を

確保しながら原価を低減させるという意味

で、高い技術的完成度を達成していた。第３

の源流は、大蔵省の理財局による会社経理統

制令と主税局の税務統制政策のための会計制

度である。日本の企業会計制度は、戦前の会

計制度に米国の会計制度をビルトインするこ

とによって、1950年代に基礎的な体制が出来

上がった。

　第１の源流は、戦後、通商産業省、経済企

画庁、そして経済産業省によって継承された。

第２の源流のうち、財務報告基準としての原

価計算基準は、大蔵省に継承されたが、企業

の原価管理システムは、国によって統制され

ることなく、経営者の裁量に委ねられた。企

業は、原価低減を目的とした原価企画などの

会計技法の開発を担った。第３の源流は、大

蔵省が継承し、米国の1933年証券法および

1934年証券取引所法のディスクロージャー制

度を導入した結果、税務行政と資本市場行政

のための２種類の会計ルールを策定すること

になった。1998年の大蔵省金融行政の分離後、

会計行政は、金融監督庁（現金融庁）が主に

担っている。

■３．会計制度の３つの軸の変容

　1990年代中頃まで、日本の会計制度は、海

外、特に米国の会計制度をキャッチアップし、

国内の法制度（商法、証券取引法、税法）と

の内的な整合性を維持することによって、そ

の日本化を図った。

　市場や企業活動のグロバリエーションの進

展と金融技術の高度化は、日本の企業会計制

度に新たな展開を余儀なくさせている。新井

・白鳥［1991］は、法制度の観点から、証券

取引法、商法、税法のトライアングル体制と

して、戦後20世紀の企業会計制度を描写した。

21世紀における日本の会計制度は、法制度で

はなく経済活動の観点から、資本市場、企業、

国民経済の３つの軸から再構成できよう（薄

井［2015］）。会計制度は、⑴　「資本市場」

の資産価格形成、⑵　「企業」のステークホ

ルダーの利害調整、⑶　「国民経済」の成長

と富の配分に関わる。

　「資本市場」の軸は、財務諸表報告と財務

諸表監査を通じて資本市場の資産価格形成の

効率化に関連する。効率的な市場では、資源

の最適な配分が期待される。資本市場の会計

制度は、IFRSや金融商品取引法などに基づ

いて会計ルールが作成され、運用される。

　「企業」の軸は、会計が企業のステークホ

ルダー（株主、債権者、従業員、経営者など）
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の利害調整の機能を担う。企業の利害調整の

ための会計制度は、会社法に基づく経営者行

動のモニタリング、配当可能利益の計算ルー

ル、金融商品取引法の内部統制報告制度、経

営者報酬契約などである。この軸はコーポレ

ートガバナンスに関連する。

　「国民経済」の軸は、会計が産業政策、環

境政策、租税政策などを通じて、経済の持続

的成長や富の再配分に貢献する。国民経済の

ための会計制度は、設備投資や研究開発の促

進、法人税法の所得計算の公平化を図る。

　グローバルな資本市場の安定のためには、

各国の会計制度は国際的に協調して設計・維

持することが必要である。国際会計基準審議

会のIFRSは、会計基準作成の有力な開発ツ

ールである。

■４．会計制度と資本市場

⑴�　会計情報内容の長期的な価値関連性

　薄井［2015］の実証結果によれば、企業価

値と関連する情報を提供するという観点か

ら、わが国の会計制度は、1950年代から2010

年代の60年間、資本市場のインフラストラク

チャーとして有効に機能していた。驚くこと

に、戦後会計制度が創設された1950年代にお

いても売上高情報や利益情報は決算期末まで

に株価に織り込まれていた。わが国の会計制

度は、戦後創設時に当時最新の米国の開示シ

ステムを導入したため、高い水準での完成度

を達成していたといえよう。

⑵　決算短信情報の開示

　決算短信制度はわが国固有のディスクロー

ジャー制度である。1974年に東京証券取引所

は、「会社情報の適時開示に関する要請」（昭

和49年６月７日付東京証券取引所上場管理第

525号）に基づき、上場会社に対して「一般

投資家が投資判断を行うに当たって影響を受

けることが予想される情報」の開示を要請し

た（土本・長沼［2007］）。当初、「要請」に

基づき、こうした情報を開示する企業は少な

かったが、1980年には、決算短信の様式が改

正され、経営者が業績予想を開示する仕組み

が出来上がった。

　薄井［2013］は、決算短信の情報が過去25

年間（1985−2009年）にわたって、発表日、

その翌日と翌々日の３営業日に、統計的に有

意に株価に織り込まれていることも明らかに

した。また、2000年以降、決算短信発表日直

後に取引が集中していることが確認された。

これは決算短信の情報有用性が四半世紀にわ

たって上昇していたことを示唆している。

　決算短信制度では利益数値などの実績デー

タと経営者の業績予想データが取引所で開示

される。薄井［2013］の実証結果は、実績情

報と経営者業績予想の同時開示という慣行が

株式市場の価格形成に有効に機能しており、

その重要性が増加していることを証拠付けて

いる。

　金融庁の金融審議会ディスクロージャーワ

ーキング・グループでは、決算短信の速報性

を強調して、記載情報の整理・合理化を検討
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している（金融庁金融審議会ディスクロージ

ャーワーキング・グループ［2016a, 2016b］）。

経営者は業績予想制度の簡略化を主張する傾

向にある。わが国では、実績数値と業績予想

の開示は市場へのコミットメントとして、経

営者の規律付けに貢献していると思われる。

決算短信制度は、わが国のディスクロージャ

ー制度の根幹となる会計制度である。その改

革には法的な観点だけではなく、実証的な観

点からの分析が必要であろう。

⑶　会計数値の株価関連性

　会計制度設計の目的は、情報利用者の意思

決定に有用な情報を提供することである。会

計情報の有用性はしばしば会計数値と株価の

関連性で評価される。制度設計者、情報作成

者や投資家は、制度改革によって有用性が増

加することを期待している。しかしながら、

薄井［2015］の実証結果が示すように、日本

の株式市場では、当期純利益や資本といった

会計数値の情報内容と株価の関連性増加は確

認できない。株式投資家の観点からは、会計

データの有用性低下とも解釈できる。当期純

利益は損益計算書、資本は貸借対照表のボト

ムラインの要約情報である。こうしたボトム

ラインの財務諸表データ以外の情報の増加や

経済環境の変化によって、会計情報の相対的

な有用性が低下するのであろう。これは、会

計基準の設計者たちがつねに市場から改革の

プレッシャーを受けていることを示唆してい

る。

■５．会計制度と企業行動

⑴　保守的な会計慣行

　「損失は予想すれども、利益は予想すべか

らず」という保守主義の会計慣行がある。保

守的な会計慣行は実務の間に広く定着してい

る。この保守主義には、⑴　グッドニュース

よりもバッドニュースを早期に財務諸表に織

り込む、⑵　純資産（＝資産−負債）を過大

に評価しないという２つのタイプがある。前

者 は 条 件 付 保 守 主 義（conditional 

conservatism）、後者は無条件保守主義

（unconditional conservatism）と呼ばれる。

条件付保守主義は、特定の情報に応じて費用

を早期に、あるいは資産を過小に評価するこ

とを容認する会計慣行である。条件付保守主

義の例としては、固定資産の減損会計の適用

などがある。無条件保守主義は、特定の情報

に関わらず、純資産を過小に評価する会計慣

行である。たとえば、研究開発や広告宣伝へ

の投資を資産化せず、即時に費用化する会計

処理である。

　薄井［2015］の実証結果によれは、1990年

代中頃から連結利益と個別利益がバッドニュ

ースを早期に織り込むという意味で保守的傾

向（条件付保守主義）を強めている。ただし、

1990年代以降、経営者、金融機関、外国人、

および個人の株主の保有割合が高まるほど、

資本を過小に評価する傾向（無条件保守主義）

が弱まっている。しかしながら、株主と債権
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者、あるいは株主と従業員のコンフリクトの

大きい企業では、無条件保守主義の会計慣行

が強まっている。会計制度には、資本の過大

評価を抑制するメカニズムが内在している。

会計数値は単に過去の事実を記述するだけで

はなく、保守的な会計測定を通じて、ステー

クホルダー間の利害調整に重要な役割を果た

している。

⑵　株式持ち合い

　株式持ち合いはしばしばコーポレートガバ

ナンスの阻害要因として指摘される。確かに

互いの議決権を相殺するのであれば、それは

経営者のエンリッチメントの手段となるであ

ろう。しかしながら、1999年の金融商品会計

基準のもとでは、持ち合い株式は、期末時点

で時価評価されるので、双方が互いのビジネ

スリスクに曝されることになる。金融商品会

計基準の導入と2001年の「銀行等の株式等の

保有等の制限に関する法律」（銀行株式保有

制限法）の施行を契機として、金融機関は持

ち合いの解消あるいは投資先の入れ替えを実

施した。薄井［2015］の実証結果によれば、

銀行等は持ち合い株式の解消の際には企業に

対して借入金の返済も要請する傾向にあっ

た。つまり、公正価値会計のもとでは、企業

と銀行等の株式持ち合いは、企業に対する脅

威、すなわち解消時に株式だけでなく負債も

引き揚げられるという意味で、経営者の規律

付けとなる側面をもっている。

　薄井［2015］は市場に放出された持ち合い

株式の受け皿は外国人投資家であったことを

示している。経営者と銀行等の持ち合い相手

の間の情報非対称性の程度は比較的小さかっ

たと推察される。外国人投資家は簿価が時価

に収束するような公正価値会計を選好する傾

向にある。株主構成の変容は、企業により積

極的なグローバルな情報開示を要請している

といえよう。

⑶�　個別財務諸表と連結財務諸表の同

時開示

　会計制度と国民経済のパスは、個別財務諸

表の透明性と税に関連する。わが国の会計制

度は、確定決算主義を前提として企業会計と

税務会計の整合性を確保してきた。もちろん、

その背景には、税務の課税計算と連携した企

業会計制度を構築することは、社会的にみて

も情報作成コストと徴税コストの節約になる

ことがあった。制度設計者たちは、タックス

・コンプライアンスの観点から、個別財務諸

表の透明性が国民経済の発展につながると考

え、国民に対する課税所得の直接的、間接的

な開示を企業に要請したのであろう。現在、

個別財務諸表の簡素化がすすめられている

が、その重要性は依然として高い。個別財務

諸表簡素化の議論には、実証的な検証が必要

であろう。

　企業会計と税務会計の密接な関連に加え

て、連結財務諸表と個別財務諸表を同時に開

示することもわが国固有の会計制度である。

制度設計者たちは当初から同時開示を予定し
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たものではなかった。個別財務諸表と連結財

務諸表の同時開示制度は自然発生的に形成さ

れたものであった。薄井［2015］の実証結果

によれば、この同時開示制度は企業の集中化

／多角化戦略と国際戦略の透明化を投資家に

伝達し、株価形成に寄与している。企業活動

のグローバリゼーションにともない、経営者

の規律付けのためには、海外の事業損益情報

の開示が必要となろう。経営者は自身の便益

のために海外資産への過剰投資のようなモラ

ルハザードをおこす可能性があるからであ

る。

■６．会計不正

⑴　利益操作

　企業は会計制度を与件として、利益操作

（earnings management）といった会計行動

をとる。たとえば、経営者報酬が会計利益に

リンクしているならば経営者は利益を過大に

報告するインセンティブをもつ（注３）。ある

いは経営者がリストラ時に利益のV字回復を

描きたいならば、最初の時点では将来の費用

を前倒して多めに計上して利益を過小に報告

しようとする。法を逸脱すれば、粉飾決算と

いった虚偽記載、いわゆる会計スキャンダル

（accounting scandals）が起こる。21世紀に

はいると、カネボウ、オリンパス、東芝と大

型の会計スキャンダルがおきた。

　会計利益は、キャッシュフロー部分とそれ

以外のアクルーアル（accrual）部分に区分

できる。総アクルーアルは平均すれば総資産

の４％程度の大きさである。経営者はアクル

ーアルを利用して利益操作することができ

る。東芝の会計不正の１つは、このタイプの

利益操作であって、適正に工事進行基準を適

用せずに、収益を過大に認識し、工事損失を

適時に計上しなかったものであった。薄井

［2015］のシミュレーション結果が明らかに

するように、残念なことに、既存の実証モデ

ルではアクルーアルによる利益操作を十分に

検出できない。利益操作の発見技法の向上が

必要であるとともに、より詳細なデータに基

づいた内部統制や監査・監督システムを整備

拡充することが社会的に要請される。

⑵　監査制度

　薄井［2015］の実証結果によれば、中央青

山監査法人が業務停止となった2000年代中頃

から監査サービスの品質の高まりが観測され

た。監査法人のレピュテーションリスクの高

まりやJ-SOXによる厳格な内部統制の導入

は、社会全体として、財務諸表の品質向上を

もたらしたといえよう。

　終戦後の証券取引所の再開にあたり、情報

開示制度と監査制度が創設された。これは、

情報開示と監査が資本市場のインフラストラ

クチャ—となることを前提としたものであっ

た。

　監査制度の信頼性は資本市場の根幹であ

る。会計スキャンダルが相次いでいる状況で

は、詳細な内部情報を入手できる公認会計士
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の監査が一層重要となろう。実際、金融庁に

設置された「会計監査の在り方に関する懇談

会」は、2016年３月８日に、会計監査の信頼

性確保のために、⑴監査法人のマネジメント

の強化、⑵会計監査に関する情報の株主等へ

の提供の充実、⑶企業不正を見抜く力の向上、

⑷「第三者の眼」による会計監査の品質のチ

ェック、⑸高品質な会計監査を実施するため

の環境の整備を柱とする提言を行った（金融

庁会計監査の在り方に関する懇談会［2016］）。

同日に、日本公認会計士協会は、この提言へ

の対応、ならびに監査制度および監査環境の

整備充実に必要な施策に取り組む旨の会長声

明を行った（日本公認会計士協会［2016］）。

■７．むすび

　国内の企業会計審議会が会計基準設定主体

であった時代には、国内の利害関係者がフォ

ーマル、あるいはインフォーマルに調整を行

ってきた。経済安定本部が強調した「総合調

整」の機能である。現在、日本会計基準でさ

え国際財務報告基準IFRSと無関連に基準設

定することはできない。現在では、会計基準

設定の主たる場が国際民間組織であるIASB

に移っている。IFRSの基準作成に関与でき

る人材の供給とその育成は喫緊の課題であろ

う。

　さらに、日本がIFRS開発に貢献、関与す

るためには、理論および実証によってその活

動を支える研究拠点リサーチセンターを早急

に構築する必要があろう。会計基準は資本市

場に無関連ではなく、企業行動と中立的でも

ない。国内外の会計基準が併存する状況で、

国民経済を豊かにするために、全体として会

計制度をどのように維持し、変更すべきか。

これは新たな政策的課題であり、研究課題で

ある。新しい会計基準の導入や改訂が国内外

の企業および経済に及ぼす影響、ならびにグ

ローバルな資本市場や国際経済の安定と発展

に及ぼす影響に関する研究が必要となろう。

どのような主張であっても、論理とデータに

よって証拠づけられなければ、グローバルな

環境で利害関係者を説得することは難しいと

思われる。

　戦後、会計制度対策調査会委員長、企業会

計審議会会長として会計制度の設計に重要な

役割を果たした会計学者上野道輔は、会計教

育に関して、企業の道徳性を強調して、次の

ように、会計の本質を主張した。

　「…もう一つ重要なことは、企業における

会計というものが如何に重要なものである

か、そして企業の経営というものが、合理的

な会計の基礎の上にたって行わなければなら

ない。一厘一毛のごまかしがあってはいけな

い。それが社会的に企業経営の重要性を持ち、

又社会的に或いは道徳的の意義を持っている

のである。会計学の原則、本質に基づいて正

確な計算、明瞭な記録、そうして決算報告と

いうものは、企業の状態そのものを公に最も

公明正大なものとして発表できるものではな

らいないというところまで、若い子供の時か
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ら企業の道徳性というものを十分に養成して

行うことが大事じゃないかと思います。」（企

業会計制度対策調査会［1949］）。

　公明正大な会計は企業に成長をもたらす。

一方で、会計不正は企業を破綻に導くことさ

えある。企業の経営は、会計学の原則と本質

に基づいた正確な決算、明瞭な記録、および

企業の状態を公に最も公明正大な発表できる

決算報告を基礎として、経営者と従業員が徳

義心と高い倫理性をもつことが肝要である。

（注１）	 2016年３月31日以後終了する連結会計年度に

係る連結財務諸表から、四半期連結財務諸表に関

しては、2016年４月１日以後開始する連結会計年

度に係る四半期連結財務諸表から修正国際基準を

適用することができる。
（注２）	 2016年３月時点で、上場会社のうち、74社が

IFRSを適用し、32社がIFRS適用を決定している（日

本取引所グループホームページ：http://www.jpx.

co.jp/listing/stocks/ifrs/）。
（注３）	 利益操作の誘因としては、経営者あるいはア

ナリストの業績予想を達成すること、会計ベース

で決定される経営者報酬を増加させること、財務

制限条項に抵触することを回避することなどが指

摘できる。
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